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1 はじめに
日本破産法は，タイ破産法とは異なり，破産手続開始原因を支払不能と定め
（破15条1項），物的会社の場合は債務超過も開始原因になると定めた（破16条
1項）。そして，債務者が支払停止を行った場合は，支払不能が推定される
（破15条2項）。破産法は支払不能を条文によって定義しており，支払不能とは，
「債務者が，支払能力を欠くために，その債務のうち弁済期にあるものにつき，
一般的かつ継続的に弁済できない状態をいう」（破2条11項）。計算方法が比較
的明瞭な債務超過に比べて，支払不能という概念は抽象的であり，破2条11項
を一読しただけでこれを具体的に理解することは不可能に近い。このため，日
本における破産手続開始原因を知るためには， 日本の学説実務が支払不能をど
のように理解しているかを見る必要がある。
ところで，筆者の見解によれば，支払不能概念の比較法的研究に，タイ破産
1) 筆者： Naphat Soraat, LLB. (Second Class Honour), LLM. Thammasat University, 
LLM. Chuo University, Lecturer Faculty of Law Thammasat University 
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法も一定の寄与を為すことができよう。というのは，なるほどタイ破産法は支
払不能ではなく債務超過を一般的な破産原因としているが， しかしタイ破産法
は債務者が弁済可能であることを破産訴訟棄却事由としており，結果的に，両
者の破産の有無は債務者の弁済能力に掃着すると考えられるからである。
そこで，筆者は，まず日本の支払不能概念に関する学説・実務（第 2章）お
よびタイの支払可能概念に関するそれ（第3章）を概観した後，最後に両者の
比較を試みたい（第4章）。これが，本稿のテーマである。
II 日本破産法における支払不能の概念
まず最初に，破2条11項の文言に従い，支払能力の欠如，弁済期の到来，支
払不能の一般性および継続性について順に概観する。
1 支払能力の欠如
(1) 学説
「債務者が，支払能力を欠く」ことは，「現在の経済環境の中で債務者の資
産信用，稼動力（労力，技能，知識）などを総合的に評価して決すべきであ
る」とされる2)。この説明から分かるように，支払能力の欠如には画ー的基準
が存在しておらず，むしろそれは個々の破産ケース毎に個別的に判断される。
例えば，たとえ債務者に財産があるとしても，換価の困難さなどを理由として
それを支払いに用いることができない場合には支払不能であり，反対に債務者
が債務超過に陥っているとしても，債務者の信用や収入が高い場合には支払不
能ではないとされる叫この点が，債務超過との違いである。このような支払
能力の欠如は，破産申立のとき，すなわち第一審および抗告審のときに存在し
なければならない4)。
2) 大村雅彦『基礎講義破産法〔増補版〕』青林書院， 2002年， 67頁。
3) 伊藤慎『破産法〔第4版補訂版〕』有斐閣， 2006年， 72頁。
4) 斉藤秀夫＝麻上正信『注解破産法』 1994年， 679頁。
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(2) 裁判例
裁判所も，支払不能の認定にあたって，資産，信用および稼動力を考慮する
（東京高裁昭和33年7月5日決定）5)6) 0 
まず，資産の認定にあたっては，換価の容易さも考慮される。東京地裁平成
4年4月28日判決によれば，支払不能の認定においては，たとえ債務者の積極
財産がその消極財産を上回るとしても，積極財産の換価が困難である場合は，
支払不能となる7)。また，営業に必要な固定資産は，それがどれほど高額で
あっても，換金不可能であると評価される（福岡高裁昭和52年10月12日決定）8¥ 
5) 本件事案では，債務者 Xが債権者 Yらに対して620万円の債務を有しており，
支払不能を理由として破産宣告を受け，その後， Xが抗告し，自己が支払停止で
はないことおよび自己に杜会的信用があることを主張した。抗告審は，「Xは……
支払不能の状態にあるものと認められるから， Xが支払を停止したか否かの点は
判断の必要をみない」，「人の弁済力は財産信用及び労務の三者から成立する」と述
べる。なお，抗告人 Xの主張は， X自身が既に社会的信用力を失っているという
理由で，棄却されている。判例百選〔第4版〕 10頁。
6) 斉藤秀夫編『破産法』青林書院， 1982年， 26頁でも，財産，信頼性および生産力
の三者とされており，その内容も同ーであると解される。
7) 竹内康二＝加藤哲夫『倒産判例ガイド〔第 2版〕』有斐閣， 1999年， 19-20頁。当
該事案の事実関係は以下の通り 。債務者であるケン・インターナショナル (Y) は，
ゴルフ場開発をしていた A の100%親会社であった。Yの代表者 Y1および A は，
会員権販売会社と結託して，虚偽の事実を記載したパンフレットによって会員を
募った。彼らは，最終的に， 5万2000人からllOO億円を縣し取り，これをゴルフ場
開発と関係の無い事業に流用した。Yiにつき破産宣告の申立があり， Y1は，自
己がアメリカにゴルフ場3箇所やホテルなどの資産を有していると主張し，支払不
能を争った。東京地裁は，「そのほとんどについて運営に関する第三者の実施権が
設定され，売却にもその同意を要することとなっており，直ちに右の評価額で換価
することは期待できない」として，破産宣告を下した。
8) 金融・商事判例541号30頁。本件事案において，債務者である建築業者 Xは，老
人ホームの建築を請け負ったが，注文者からの代金支払が滞ったので，下請業者へ
の代金支払および銀行への返済ができなくなった。最終的に数億円の手形不渡が生
じたので，債権者 Y1らが， Xの破産を申立てた。原審の福岡地裁は， Y1の申立
を認めて， Xの破産宣告を下した。Xがこれに即時抗告した。このときの Xの言
い分によれば，申立人 Y は申立の時点で債権を失っていたので，申立権者ではな
い。福岡高裁は， Xの抗告を認めて， Y1の申立適格の不在を理由に，破産宣告を
取消した。そこで．他の債権者 Yzらが，再度 Xの破産を申立てた。原審の福岡
地裁はこれを認めて．再び Xの破産宜告を下した。 Xがこれに即時抗告した。／
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次に，信用の判断は容易ではないが，東京高裁昭和34年 5月16日決定によれ
ば9), 当該債務者が銀行から融資を受けられるか否かが，信用を認定するにあ
たって重要な基準となる 10)。東京高裁はその理由を説明していないが，おそら
く，信用とは債務者が金銭の借入に成功する能力を意味しており，その能力を
最も的確に判断することができるのは金融機関だからであろう。なお，過去の
信用はそれがどれほどのものであろうとも評価の対象にはならず，破産申立の
時点での信用のみが考慮に入れられる（東京高裁昭和33年 7月5日決定） 11)。
最後に，債務者の稼動力について，神戸地裁平成元年 1月9日決定は12),債
務者 Xが160万円の債務を理由に自己破産を申立てた事案について，債務者
Xが労働すれば， この債務は弁済可能であるとして，申立を棄却した。した
".Xによれば，当該老人ホームは，既に 9割が完成しており，時価 7億円である
（別の計算方法によれば10数億円）。そして， もし破産宣告が為されずに，このまま
工事が続けられ，老人ホームが完成した場合には，約20億円で売却可能である。福
岡高裁は，当該老人ホームは換金が非常に困難であるから，支払不能の認定におい
て考慮されず， Xは支払不能であるという結論を下した。
9) 下民集10巻5号1008頁。債権者 Xは，債務者 Yに対する手形債権224万3千円
を有していることを理由として（直接の理由は支払不能である），債務者 Yの破産
宜告を申立てた。このとき， Yの主張によれば， Xの手形は裏書の連続性を欠い
ており，かつ Xは振出人を害することを知りながら手形を取得したので， Y には
支払の義務がない。さらに，たとえこの手形債権が成立しているとしても， しかし
YはA銀行の支店長から融資証明書を得ており，支払能力を有する。原審抗告審
ともに， Yの主張を認め， Xの申立を棄却した。
10) 田邊光政編『最新倒産法・会社法をめぐる実務上の諸問題j民事法研究会， 2005
年， 52頁。
11) 本件事案によれば，「抗告人の信用による支払能力 抗告人は株式会社日本興
業銀行の理事，総裁を経て，昭和22年6月片山内閣の大蔵大臣となり次いで昭和23
年3月には芦田内閣の国務大臣兼経済安定本部総務長官，物価庁長官等を歴任し，
中央大学や慶応大学において教鞭を執ったこともあり，法学博士の学位を有するい
わゆる名士であることは本件記録に徴し明らかである。従って抗告人が多大の信用
を博していたものであることは容易に窺知できるけれども，相手方提出の疎明方法
を綜合すれば，抗告人は昭電事件以来漸次その信用を失整し，昭和27年， 8年頃か
ら一千万円以上の多額の債務を負担しながら金融意の如くならず，肩書住所や郷里
に所有していた不動産を売却処分するに至り，現在においては抗告人の信用による
支払能力は特に取り立てて論ずるほどのものでないことを推認することができる」。
12) 金融・商事判例835号33頁。
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がって，稼働力の評価は，債務者が実際に労働しているか否かを考慮しない。
もっとも，この裁判例については，債務者の不誠実が甚斗酌されているという指
摘もある13¥
しかしながら，資産，信用および稼動力を個別的に検討しない裁判例もある。
例えば，福岡高裁平成9年4月22日決定の原審は，即時に支払うべき債務を一
括弁済できないことを支払不能の判定基準としている14)。このような場合， も
はや資産信用，稼動力などの個別的な要素は捨象されている。他方で，この
原審決定を破棄した福岡高裁は，債務者 Yが債権者 Xに少しずつ弁済してい
ること，そして Xが Yに支払猶予を与えていることから，支払不能を否定し
た。この裁判例においても，裁判官は，前述の 3つの要素（資産，信用，稼働
カ）に言及していない。また，前掲神戸地裁平成元年 1月9日決定は，債務者
の年齢，稼働能力，債権者数，負債額の他に，債権者の意向を甚斗酌する。この
場合にも，前述の 3つの要素だけでは不十分であるという裁判官の価値判断が
見られる。このような債権者の意向を考慮した裁判例には，他にも，東京地裁
大正12年1月24日決定，広島高裁昭和29年12月24日決定などがある。この点，
債権者による支払の猶予については，債務者が継続的に弁済できる程度の猶予
があれば足りるとする見解がある15)。
2 弁済期の到来
(1) 学説
支払不能の判定にあたって考慮される債務は，「弁済期にあるもの」，すなわ
ち即時に弁済すべき債務でなければならない16)17)。したがって，弁済期の到来
13) 金融・商事判例835号34頁。
14) ジュリスト1188号86頁。
15) ジュリスト1188号86頁。
16) 山本克＝山本和＝瀬戸・新破産法の理論と実務78頁。
17) 弁済期の到来した債務が実際に弁済されたとしてもその弁済資金が，企業の経
営にとって必要不可欠な物の売却によって得られたときは，支払不能になると言わ
れている。例えば， 100万円の債務を弁済すために，債務者が， 1000万円の工業機
械を100万円で売却する場合である 。 田邊光政• 最新倒産法52-53頁。
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していない債務は，支払不能の判定にあたっては，考慮されない。弁済期の到
来が要求される理由は，偏頗行為否認（破162条 1項 1号， 2号）や相殺禁止
（破71条 1項 1号， 3号）の基準を明確化するためである 18)。つまり，債務者
が弁済期未到来の債務を弁済できるか否かは不確定であるから，この債務は支
払不能の認定基準から排除される。
これに対して有力説は，弁済期が到来する前であっても，債務者が履行期に
支払えないことが確実になったときに支払不能が生じると説く 19)。この説によ
れば，支払不能は，弁済期の到来およびその不履行よりも前に起こる。その主
な理由はいくつかある。第一に，弁済期が近づくほど債務者の経済状態は悪化
するのであるから，債務者保護のためには，支払不能を早期に生じさせるのが
望ましい。第二に，物的会社の場合，債務超過もまた破産原因である。しかし，
債務超過のみが破産原因であるならば，債務者は自己の信用を利用できず，ま
た将来の収入を利用することもできないので，債務者の経済活動が不当に制限
される。そして，このような問題を除くために支払不能が設けられている。し
たがって，支払不能というのは，債務者が自己の信用や将来の収入によって，
債務を弁済することができない状態を意味する。それは，履行期が到来したと
きではなく，信用や将来の収入によって債務を弁済することができないことが
確実になったときである。以上のような理由で，有力説は，支払不能というの
は，実際に支払不可能なことではなく，支払不可能であることが強く予測され
る場合のことであると述べる。
私見では，通説判例が妥当である。なぜなら，履行期に支払いができないこ
とが確実であるときとはいったいどの時点を指すのかが，判然としないからで
ある。このような判断は債務者の具体的な経済状態の把握を必要とするが，そ
れは債務者の個人的な情報であるから，債権者には分からないであろう。また，
有力説は，債務者保護のために支払不能の時期を早めるべきであると主張する。
18) 山本克己＝山本和彦＝瀬戸英雄『新破産法の理論と実務』判例タイムズ社， 2008
年， 78頁。
19) 山本克＝山本和＝瀬戸・新破産法の理論と実務78-79頁。
- 6 - (768) 
日本破産法における支払不能概念とタイ破産法における支払可能概念との比較
しかし， もし債務者が保護されることを欲するならば，自分で早期に支払停止
を行うかあるいは自己破産すればよいのであるから，この反論は適当でない。
特に，期限の定めのない債務については債権者が請求することによって弁済期
が到来するのであるから，債権者が請求していない期限の定めのない債務を考
慮することは，やや不適切である。
(2) 裁判例
前述したように，支払不能の認定において，裁判官が考慮する債務は，弁済
期が到来して不履行が発生している債務に限られる。東京高裁平成16年4月7
日決定は，さらに次のような制限を付け加えている20)。債権者から和解の提案
があり，債務の即時の履行が要求されていないと解される場合には，当該債務
は即時に弁済すぺき債務ではな<'それゆえに支払不能ではない。
3 一般的かつ継続的に弁済できないこと
(1)学説
債務は， 一般的に弁済不能でなければならない21)。つまり，ある特定の債務
を弁済できないことは，支払不能にとって不十分である22)。逆に，たとえ一部
の債務を弁済し続けているとしても，全体の債務について弁済能力が欠けてい
20) 本決定は，旧破産法126条に関するものである。事件の概要は以下の通り。債務
者 Yは，自転車で通行中の被害者 Aに自動車で衝突し，これによって Aを死亡
させた。債務者 Yは，自動車損害賠償責任保険の被保険者ではなかったので，政
府は，自動車損害賠償法72条 1項後段にもとづき， Yの代わりに， Aの遺族に，
損害額2964万6367円を補償した。これにより，政府は， Yに対する同額の損害賠
償請求権を取得した。国は， Yがこれを即時には弁済できないと考え， Yに対し
て和解 (5年間の長期弁済，延滞金の免除）の提案を行った。ところが， Y は，
国のこのような和解の提案に対して何ら回答をせず，自己の支払不能を理由として，
破産開始手続決定を申立てた。原審では， Yの破産手続開始決定が認められたが，
国の抗告を受けた東京高裁は，「本件債務は，全額につき即時の履行期が到来して
いるものの，債権者が相手方に対し，全額につき即時の履行を求めている状態にあ
るとはいえ」ないとして，原審決定を取り消し，申立を棄却した。
21) 林屋礼二＝上田徹一郎＝福永有利『破産法』青林双書，昭和52年， 27頁
22) 伊藤員・破産法〔第4版補訂版〕 72頁。
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る場合には，支払不能であると認定される23)。したがって，支払不能は，債務
者が債務の弁済を現に行っているか否かとは無関係である。また，支払不能は，
継続的な弁済不能を必要とする。例えば，銀行が一時的に休みだったので，弁
済のための振込みが遅れてしまったときには，継続的な弁済能力の欠如が存在
しないから，支払不能ではない。
(2) 裁判例
破 2条11項が設けられる前から既に裁判所は，支払不能は一般的かつ継続的
でなければならないと解していた24)25)。裁判例によれば，継続的欠如とは，近
い将来においても経済環境が回復しないと予想されることである（東京高裁平
成16年4月7日決定）26¥ 
4 金銭債務
(1)学説
通説によれば，金銭債務の弁済ができない場合に支払不能が認められ，非金
銭債務の弁済ができない場合には，それが損害賠償請求などによって金銭債務
とならない限り，支払不能の認定にあたっては考慮されない27)。例えば，売買
契約における目的物の引渡債務それ自体は，支払不能の判定においては考慮さ
れず，相手方の損害賠償請求によってこの引渡債務が金銭債務に変わったとき
は，その額が支払不能の判定において考慮される。このような基準は破2条11
23) 伊藤員・破産法 〔第4版補訂版〕7Z頁。
24) 東京高裁昭和33年7月5日決定「およそ支払不能とは，債務者が一般に金銭債務
の支払をすることができない客観的状態をいう」。本件事案によれば，「現在におい
ては抗告人の信用による支払能力は特に取り立てて論ずるほどのものでないことを
推認することができる」。
25) 東京高裁平成16年4月7日決定「破産法126条に規定する『支払不能』とは，債
務者の弁済能力が欠乏して金銭調達の見込みがなく，即時に弁済すべき債務を一般
的かつ継続的に弁済できない客観的状態をいう」。
26) 伊藤慎・破産法 〔第4版補訂版〕72頁。
27) 斉藤秀夫編『破産法』青林書院， 1982年，27頁。斉藤秀夫＝麻上正信＝ 林屋礼二
編『注解破産法〔第3版〕』 下巻， 青林書院，1999年， 115頁。渡邊綱吉『法・訴
訟・裁判〔増補版〕』 青林書院，1985年，280頁。
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項には記載されておらず，解釈によるものである。
これに対しては，債務が金銭債務である必要はないという有力説もある28¥
この有力説によれば，「破産手続は，金銭をもって債権者に満足を得しめる手
続であるが，だからといって金銭債権が支払不能にならなければ破産手続を行
えないという道理はなく，破産手続によって非金銭債権者も（金銭債権化のう
え）配当に与ることになっていることとの均衡を考えても，支払不能の基準を
金銭債権に限定する理由はない」29)。
筆者の考えによれば，通説が妥当である。有力説は損害賠償請求の必要はな
いと主張するが， しかし損害賠償請求において損害額を算出するのが最も妥当
である。そもそも債務者が損害額を争うならば，結局損害賠償請求訴訟が行わ
れることになり，有力説が言うような訴訟前の評価は不可能である。
なお，不法行為債務が支払不能のための債務に含まれるか否かについて，学
説実務は，破産手続き開始決定前の不法行為については30)' 疑いなくその債務
が破産原因の存否の認定にあたって考慮されると考える（東京地裁平成3年10
月29日決定）31) 32)。不法行為にもとづく債務もまた金銭債務であり，契約など
から生じる債務と何ら変わらないので，裁判例および通説の立場が妥当である。
28) 山木戸克己『破産法』青林書院新社， 1974年， 46頁。谷口安平『倒産処理法〔第
2版〕』筑摩書房， 1980年， 74頁。
29) 渡邊綱吉・法・訴訟．裁判280頁。
30) 不法行為の時点は破産開始決定前でなければならない。なぜなら，支払不能の判
断基準となる債務については弁済期が到来していなければならないのだが，不法行
為の債務の遅滞は，その不法行為が行われた時点であると解されるからである。園
尾隆司他編著『新版破産法』（新・裁判実務体系28巻）青林書院， 2007年， 110頁参
照。
31) 伊藤演『破産法〔第4版補訂版〕』有斐閣， 2006年， 187頁
32) 本件事案においては，ゴルフ場の会員権を購入した69名の債権者Xらが，会員権
販売業者 Y に対して破産申立を行ったものである。Y は，会員権を 1個あたり
200万前後で乱売する方針を定め，買い手に対してこれを秘し，かつ，会員数につ
いて虚偽事実を記載したパンフレットを配布するなどしていた。 Xらの訴えによ
れば， Yは会員権の乱売により（最終的には会員数は 5万人を超えた），およそ無
価値な会員権を高額で購入させたという理由で，不法行為にもとづく損害賠償請求
を受けた。別冊ジュリスト184号12頁。
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(2)裁判例
支払不能の認定にあたって非金銭債権も考慮されるか否かについて，裁判例
は通説と同様の立場を取る（東京高裁昭和33年7月5日）33¥ 
5 支払不能の証明手順
支払不能は，実務においては次のような順で証明される。まず，支払不能は，
弁済期にある債務を問題とするから，申立人の主張する債務に弁済期が到来し
ているか否かが確定されねばならない34)。弁済期の到来を明らかにしない申立
は，支払不能の認定にあたって主張立証されたことにならない。次に，支払不
能は， 一般的な不能でなければならないから，申立の根拠となっている債務が
債務者の全債務のうちでどのくらいの割合を占めているかが問題になる35)。こ
れは，申立人が主張立証しなければならない。最後に，弁済期が到来した債務
の弁済可能性が判定される36)。弁済可能性は，弁済の資金となりうる財産およ
び調達可能な資金によって判断される。このように，実務においては，弁済期
到来の確定，申立の根拠になっている債務の割合，弁済可能性が順番に評価さ
れ，これによって支払不能の有無が決まる。
もっとも，実務において支払不能の証明が問題になることはほとんどない37)。
というのは，実務においては，申立人の疎明資料と債務者審問によって裁判官
が十分な心証を形成することができるからである。実際，個人の場合には，破
産申立書には，財産目録を記載した上で，端的に支払不能にあるということを
疎明すればよい38)。むしろ，実務上は，管財業務の指針作成，同時廃止要件，
33) 同判決によれば，「およそ支払不能とは，債務者が一般に金銭債務の支払をする
ことができない客観的状態を言う」。
34) 園尾隆司他編『破産法〔新版〕』 （新 ・裁判実務体系28)青林書院， 2007年， 110
頁。
35) 園尾他・破産法〔新版〕 111頁。
36) 園尾他・破産法〔新版〕111頁。
37) 園尾他・破産法〔新版〕43頁。
38) 木村・浦川・片山法律事務所編 『書式個人破産の実務〔全訂2版〕』民事法研究
会， 2006年， 63頁。
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免責不許可事由の有無の確認を明らかにすることに重点が置かれる39)。とりわ
け個人債務者の支払不能の判定は単純であり，債務者の毎月の収入から必要最
小限度の生活費を控除した額が，毎月返済すべき額を下回る場合には，支払不
能となる40)。
なお，申立人が提出した資料によって破産原因が十分に証明されない場合に
は，裁判官は職権調査を行わずに申立を棄却するのが裁判慣例である41¥
III タイ破産法における支払可能の概念
次に，タイ破産法における支払可能概念に関する学説実務を概観する。
1 タイ破産法における破産手続開始の手順
支払可能概念を見る前に， タイ破産法においてどのようにして破産手続が開
始されるかを簡単に概観しておく必要があろう 。タイ破産法は， 日本破産法と
は異なり，支払不能ではなく債務超過を一般的な破産原因としている（タイ破
9条1号）。また，あらゆる債務超過が破産原因となるのではなく，立法者は
破産の濫用を防止するために，債務者が自然人であるときは100万バーツ以上
の債務が存在すること，法人であるときは200万バーツ以上の債務が存在する
ことを要件とする（同条 2号）。通説判例によれば (2021号2528年）42), 債務超
過とは，「債務が財産を上回っていること，言い換えれば，自分の財産によっ
て債務を弁済するのに足りない」ことである43¥
しかしながら，会社の財産の客観的状態に鑑みれば，債務超過であるけれど
39) 園尾隆司＝中島肇『破産法』（新・裁判実務大系10),青林書院， 2000年， 43-44
頁。
40) 木村・浦川・片山法律事務所編・書式個人破産の実務37頁。
41) 園尾他・破産法46頁。
42) タイの判例は仏滅紀元歴で表される。事前に西暦に換算することも検討したが，
判例検索は仏滅紀元歴で行わなければならないので，そのままとした。西暦に換算
する場合は， 543年を引いていただきたい。
43) Pradit Akemanee, Rumkambanyai vichakodmailomrarai, The Institute of Legal 
Education Thai Bar Association, 2547, p. 26 and 36. 
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も破産する必要のない企業が数多く存在する。そこで，タイ破産法は，たとえ
債務者が債務超過に陥っているとしても破産手続を開始しない事由，すなわち
破産訴訟棄却事由というものを設けた（タイ破14条）。そして，そのひとつに，
「債務を完済する能力」 (abilityto pay the debt in ful) (以下「支払可能」
と呼ぶ）が挙げられている。
2 支払可能
(1) 法文
|タイ破産法14条翻訳 I
破産訴訟の審理にあたって，債権者の請求について，裁判所は， 9条お
よび10条で規定されている事実を考慮しなければならない。もし裁判所が
それらの事実は真であると考えるならば，裁判所は，包括的処分禁止命令
を下さなければならない。しかし， もし裁判所がそれらの事実は真でない
と考えるならば，あるいはもし債務者が債務を完済する能力を有するとい
う証拠を提出するならば，あるいはもし債務者に対する破産宣告を正当化
しないその他の根拠があるならば，裁判所は請求を棄却しなければならな
44) 
(2) 包括的処分禁止命令
14条は，タイ破産法において重要な位置を占める。というのは，破産訴訟の
審理の仕方を定めているからである。その中でも特に重要なのが，破産宣告が
下される前に行われる「包括的処分禁止命令」 (receivership)である。包括的
処分禁止命令とは，破産宣告の前に行われる決定であり，これによって債務者
から管理処分権が失われると同時に，債権者との和解の機会が与えられる（タ
44) 公式英語訳 Section 14. In hearing a bankruptcy action on the petition of the 
creditor, the court must consider the facts prescribed in Section 9 or 10. If the 
court finds them proved, the court shall order the debtor to be under an absolute 
receivership; but, if not proved, or the debtor gives evidence of his ability to pay 
the debt in ful, or if there are other grounds not justifying the adjudication of the 
debtor as a bankrupt, the court shall dismiss the petition. 
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イ破61条）。本条文は裁判官に手続省略の裁量を与えていないので，裁判所は
和解手続を省略することができない。
(3) 支払可能の定義
現行タイ破産法14条は，破産訴訟を棄却するための基礎的な要件を定めてい
る。すなわち， 9条および10条において定められた要件が満たされていないこ
と，債務者が完済可能なことを証明すること，破産訴訟を棄却するためのその
他の正当な根拠が存在することである。
14条は，債務者が債務の完済可能性を証明したときには，たとえ彼が債務超
過であるとしても，包括的処分禁止命令を免れることができると規定する。
ここで，「債務を完済する能力」 (abilityto pay the debt in full) とはいかな
る意味であるかが問題となる。学説は2つの見解を与えている。有力説は，総
債務が弁済されうることであると解するが45), 通説判例は，原告債権者に対す
る債務が弁済されうることであると解する (478号2542年）。一見すると，有力
説の方が適切であるかのように思われるが， タイの破産手続の構造を考慮に入
れるならば，通説判例が妥当であることが分かる。タイ破産法は， 日本破産法
とは異なり，自己破産を認めておらず，債権者申立主義を採用している（タイ
破 9条）。そして，「一人あるいは複数の原告債権者に対する債務総額」
(indebted to one or several plaintiff creditors amounting) が自然人について
は100万バーツ以上，法人については200万バーッ以上でなければならない（同
条2号）。つまり，債務超過の額は，総債権者に対する額ではなく，原告債権
者に対する額だけが問題になっている。それゆえに，支払可能の基準も，原告
債権者に対する支払可能性に限定するのが妥当である。
(4) 「その他の根拠」 (othersgrounds) と支払可能との関係
タイ破14条を見れば分かるように，立法者は，破産訴訟棄却事由として，①
破産原因（すなわち 9条および10条の要件）が満たされていない場合，②債
務者が原告債権者に対して支払可能である場合，③その他の正当な根拠があ
45) Sutee Supanit, Raigarnvijai rabobkodmailomrarai nai pateththai, Office of the 
Council of State, 2547, p. 41. 
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る場合を挙げる。これらのうち，①については本稿の射程外であるから論述を
省き，②については既に先の節で説明した。
では，③の，「債務者に対する破産宣告を正当化しないその他の根拠」
(other grounds not justifying the adjudication of the debtor as a bankrupt) 
という文言は，本稿と無関係であろうか。そうではない。なぜなら，「債務を
完済する能力」 (abilityto pay the debt in full) とは，原告債権者の債権を弁
済することができる能力という極めて限定的な意味しか持っておらず，その他
の形態の支払能力については全て「その他の根拠」 (othersgrounds) として
扱われることになっているからである。法律は，正当な根拠の存否ついて，裁
判所に大きな裁量と権限を与えている46)。破産手続は債務者の権利および自由
と深く結び付いているので，裁判所は，たとえ債務者が棄却の申立をしなくと
も，破産訴訟を棄却する正当な根拠がないか否かを必ず調査しなければならな
い。以下， 14条の「その他の根拠」 (othergrounds) によって破産訴訟が棄却
された事案を，支払可能と関係がある範囲で，類型別に紹介する。
（イ） 類型 A:債権額が争われている場合
確定判決が下っていない債務，または税金に関する債務の額について訴
訟が行われており，その確定判決がまだ下っていないときは，破産訴訟を
棄却するその他の根拠が存在する (2276号2531年， 5205号2531年， 3210号
2532年， 24号2536年）。
（口） 類型 B:連帯債務者がいる場合
連帯債務者の場合，連帯債務者のうちの一人（破産訴訟の被告）が債務
を完済できないとき，他の連帯債務者がこれを完済することができる場合
には， 2通りの判例がある。ある判例は，他の連帯債務者が当該連帯債務
を完済できるときには，被告債務者は破産を免れることができると判断し
ている (2430号2539年）。別の判例は，これとは反対に，破産を免れるこ
とはできないとしている (418号2538年， 2776号2540年， 4278号2543年）。
46) Sutee Supanit, Lak kodmai lomrarai ray funtfukidjakarn, Winyuchon, 2552, p.
67. 
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後者が多数的見解であろう 。
（ハ）類型 c:債務者が公務員の場合
判例は，公務員が毎月一定の収入を得ているときには，正当な根拠があ
ると判断することがある。つまり，判決理由によれば，定期的に一定の収
入を得ている債務者は弁済能力があるとされている。① 債務者が軍人で
あり，毎月7,370バーツを受領していた。その他の財産として， 2万バー
ツの土地がある。債務は，原告債権者に対して55,668バーツ，その他の債
権者に対して 1万バーツの債務であった（これは旧法で訴えられた事案な
ので，現行法9条における債務額の下限100万バーツの制約は存在してい
ない）。裁判所は，債務者が真摯に努力することによってこの債務を弁済
できると考えた (1012号2537年）。②債務者が公務員であり，月々15,420
バーツの収入があった。負債額は377,610バーツであった。その他の商売
で副収入が毎月10,000バーツあった。その他には財産がなかった。民訴
286条 2号により，公務員の給料は強制執行されないと定められている。
さらに，当該被告は，債務の弁済の努力を故意に怠っていたという事実が
あった。裁判所は，債務者が信義誠実に反して，弁済のための資金を集め
る努力を怠ったという理由で，破産を免れるための正当な根拠を認めな
かった (6107号2540年）。③ 債務者が警察副署長であり，毎月18,360バー
ツを受け取っていた。債務額は130,950バーツであった。給料以外には財
産がなかった。この給料も，民訴286条2号により，強制執行されること
ができない。彼の経済状態は良好であり，また，他に債権者がいなかった
ので，裁判所は，当該被告が弁済資金を集める努力をすることによって弁
済することが可能であると判断した (7249号2540年）。④ 債務者と債務者
の夫は公立学校の教官で，毎月8,590バーツを受け取っていた。生活費を
除くと，残りは4,000バーツである。バイクを 2台所有しており，約
10,000バーツと評価された。電子レンジが 1台あり， 10,000バーツである。
債務額は90,725バーツである。当該債務者は，債権者に対して弁済するこ
とを長期間怠っていた。債務者は，教員組合から借入金を給料の10倍まで
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得ることができると主張した。しかし，実際には，彼女は，その借入金を
調達する努力を怠っていた。控訴審では，彼女は，銀行口座に60,000バー
ツあると主張した。控訴審は， タイ民事訴訟法によれば事実に関する主張
は第一審で行わなければならないという原則を引き合いに出し，破産を免
れる正当な根拠はないとした (1063号2533年）。
（二）類型 o:債務者の誠実性
債務者が弁済の努力を真摯に払っているときには，たとえ彼が債務を全
額弁済できないとしても，さらには，債務者が債権者に継続的に弁済して
いる額が非常に少額であっても，正当な根拠が認められる。つまり，債務
者が真摯に支払い努力を行っているときは，たとえ破産原因が存在すると
しても，破産しない。①第一の判例は，離婚した夫婦の扶養料に関する
事案である。男性債務者（教師）は，元妻に対して毎月扶養料を支払う義
務を負っていた。彼は，教員組合から給料を貰う前に，自動的にその他の
債務の控除を受けていた。このため，彼は元妻に対して，給料の残りから
扶養料を支払うことができなかった。このとき，債務者は，元妻に対して，
残りの給料の全部を渡していた。裁判所は，債務者がその本心からして弁
済する努力を行っていると判断し，また，離婚の際に，債務者たる元夫は
元妻に共有財産を全て譲渡していたので，正当な根拠を認めた (7848号
2540年）。② 債務者が，有責の確定判決を受けている債務を有しており，
1万から 1万5千バーツを13回に渡って既に弁済していた事案である。債
務者は真摯に弁済を行っており，かつ債務の原因が通常の取引による損失
であった（すなわち，賭博や不法行為による債務ではなかった）。また，
債務者は不当な行為（＝不誠実な取引をしたこと）がなく，かつ賭博癖が
ないという事情も存在した。また，原告債権者以外の者に対する債務は有
していなかった。裁判所は， もし債務者が破産者になるならば，債務者は
仕事を辞めねばならず，債務者が弁済する機会を全く失ってしまい，家族
を扶養することもできなくなること，また債務者の職業は堅実であり，職
場の地位も安定したものであり，債務の一部を弁済し続けるための収入が
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あることを理由として，正当な根拠を認めた (1885号2542年）。②債務者
は，テレビの広告を作る代理店の会社（法人）であった。この会社は2535
年に起業した。従業員は32名である。この会社は， もともと資金繰りが悪
く，企業に赤字が出ていた。2542年に，この会社は組織再編を行い，そし
て不要な支出を削減した。これによって，収入は好転したが， しかし2540
年から2542年までは赤字が続いていた。最終的な債務額は， 490,854バー
ツとなった。2543年に，業績が大幅に好転した。この会社は，税務署の書
類の収入欄に，まだ受け取っていない収入額50,779,121.63バーツを申告
した。同じ年の 9月22日に，原告債権者が，破産訴訟を提起した。裁判所
の判断によれば，債務者は，債務超過があっても，事業をうまく継続する
ことにより収入を得ることができるので，また原告債権者以外の債権者は
訴訟を起こしていないので，また債務者も原告債権者に対して， 2543年8
月18日に弁済の一部の提供を行ったにもかかわらず，原告債権者はこれを
受領しなかったので，それゆえに債務者の弁済意欲（誠実性）は信用に足
るものであり，かつその弁済が可能であることについても信頼を置くこと
ができるとして，正当な根拠があるとされた (5756号2545年）。
(4) 破産訴訟薬却原因の申立時期
第一審で，包括的処分禁止命令が発せられる前に，債務者は自分が弁済可能
であることを証明できるが，控訴審や上告審でそれを証明することはできない。
裁判所は，破産法 6条 6号「判決は，命令による決定をも含む」という文言に
もとづき，包括的処分禁止命令は判決と同じであり，この命令が発せられた後
では， もはや判決後と同様に，新しい事実を主張することができないと解する
(478号2542年）。したがって，破産訴訟棄却の申立は，包括的処分禁止命令よ
りも前に行われる必要がある。
IV結論
以上で，日本破産法における支払不能概念と，タイ破産法における支払可能
概念との概観を終えた。以下，比較を試みたい。
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まず， 日本の支払不能の概念とタイの支払可能の概念とは，前者が一般的な
支払不能を念頭に置いているのに対して，後者は原告に対する支払可能性に限
定している点で，大きな違いを有している。むしろ日本の支払不能概念に近い
のは，「その他の根拠」 (othergrounds) として考慮される場合の弁済能力で
あり， 1885号2542年や5756号2545年などの判例は，日本における支払不能の認
定においても参考になろう。すなわち，債務者の職業や将来の業績という要素
が，支払の可能性を左右する。
次に，連帯債務者がいる場合について，この点については，タイ破産法が日
本破産法から学ぶべき点が多いであろう。すなわち，そもそも連帯債務者がい
るときは， 14条の破産訴訟棄却事由の段階で処理すぺきではなく，債務超過の
認定の段階で処理すべきである47¥
最後に，債務者の誠実性について，前掲神戸地裁平成元年 1月9日決定は，
債務者が真面目に労働を行えば支払は可能であるとして，自己破産の申立を棄
却した。これに対して，タイの諸判例は全く逆の立場を取っており，債務者が
真摯に支払努力を行っている場合は破産を免れ (1012号2537年， 7249号2540
年），反対に支払努力を怠っているときは破産になると解している (6107号
2540年， 1063号2533年）。筆者は，この点について，神戸地裁の判断よりも夕
イ最高裁の判断の方が妥当であると解したい。なぜなら，裁判所が債務者に対
して労働を強制したり就職を斡旋したりすることができない以上，裁判所は，
もし債務者が真面目に労働を行うならばという仮定を行うぺきではないからで
ある。債務者が棄却後に労働を行わないならば，債務者の経済状態は悪化する
一方であり，債務者にとっても債権者にとっても不利益である。
以上
47) 保証債務がある場合について，東京高裁昭和56年9月7日決定は，保証人の存在
は債務者の資産額に影響を及ぼさないと判断している。霧島甲ー ・倒産法体系104
頁は，連帯債務の場合について，各人の持分のみが債務に算入されるべきであると
解する。
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